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1. 事業の内容
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INTLOOP at a Glance

フリーランス登録数

直近10年
売上高CAGR

グループ会社数

40.4％

12社 57,000名

• 上場以降、CAGR20%超の成長を継続

• VISION2030では売上1,000億円を目指す

• 筋肉質な組織体制を目指し、
子会社を4社設立

• M&Aを活用したグループ
参画企業8社を含む

• 国内最大級の高度プロフェッショナル人
材ネットワーク

• コンサルタント約2.5万名／ITエンジニ
ア約3.2万名で構成され、当社のデリバ
リー体制を支える基盤グループ

社員数

事業会社
顧客基盤 大手SIer

パートナー数

約1,950名

1,000社超
5社

• コンサルタント・PMO・エンジニア等の
デリバリー社員を中心に積極採用

• 社員×フリーランスのハイブリッド体制
により、品質と拡張性を両立

• 累計1,000社超の取引実績を有し、大手企業を中心と
する顧客基盤を構築

• 企画構想・要件定義など上流工程からの参画が強み • 大手SIerとの
信頼関係構築
により、コア
パートナー認
定を取得

コアパートナー

コアパートナー

アライアンス
パートナー

ビジネスサービス
パートナー

アソシエイト
パートナー
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会社概要

社 名

INTLOOP株式会社

代表取締役

林 博文

本社所在地

東京都港区赤坂
2丁目4-6
赤坂グリーンクロス27階

設立日

2005年2月25日

資本金

2,012百万円
（資本剰余金を含む）

事業年度

毎年8月1日から7月31日まで

連結売上高

40,399百万円 (2026年7月期)

連結社員数

1,953名(2026年7月31日現在)

•コンサルティング（戦略／PMO／IT）

•テクノロジーソリューション
（システム開発・保守・運用／インフラ／
オフショア開発／ファシリティ）

•デジタルマーケティング
（プロジェクト支援／マーケティング支援）

•人材育成（研修／組織設計／管理）

•新規事業開発
（先端技術／オープンイノベーション／ファンド）

事業内容

＊ ディクスホールディングス㈱は、日本ディクス、iTパートナーズ、エヌステージ、コムテック

の純粋持株会社

主に「SI」「IT インフラ」「BPO」「ファシリティ」をコア事業とする ITサービス企業群

グループ会社

INTLOOP Strategy株式会社

INTLOOP Project Management株式会社

INTLOOP Professionals株式会社

INTLOOP Technology & Transformation株式会社

食共創パートナーズ株式会社

KOZOCOM株式会社

KOZOCOM Vietnam Company Limited 

ディクスホールディングス株式会社＊

日本ディクス株式会社＊

株式会社iTパートナーズ＊

株式会社エヌステージ＊

株式会社コムテック＊

クロスシステムサービス株式会社

アンダーワークス株式会社
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2. 市場環境/競争力の源泉
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実装課題を解消するINTLOOPの仕組み

フリーランス活用が進む一方で、課題も顕在化。INTLOOPは両者の課題を解消するプラットフォー

ムとして価値を提供

コンサルタント・エンジニアの課題クライアント企業の課題

情報の非対称性

取引コストの高さ

立場の非対等性

•発注要件定義／人材の見極めが
困難

•個人営業・スキル適合案件との
出会い/アクセスが困難

•品質管理／管理工数の増大
•不利な契約・支払い遅延に対す
る契約交渉

•人員離脱時の補填手段がない
•コンプラの担保が困難

•案件が続かず稼働が不安定
•多重下請け構造

INTLOOPのソリューション

マッチング力
コンサル発の要件精緻化、JC※1やAIによる双方向

の見える化で、両者の情報格差を埋める

※1：ジョブコーディネータの略

実行/実装力
社員コンサルタント×フリーランスのハイブリッド

体制で品質を担保し、取引プロセスを規格化

継続/リテンション力
国内最大級ネットワークから提案、

リピート案件を創出し対等な取引を継続











© INTLOOP Inc. 20

3. 中長期経営計画
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中長期経営計画 INTLOOP “VISION2030”～FY30/7の目標～

2030年7月期の目標として

売上高1,000億円・営業利益1５0億円の達成を目指す

• 2025/7から２０30/7までに、売上高１,000億円・営業利益1５0億円の達成を目標
としたINTLOOP “VISION2030”を策定

• 目標達成に向けた取り組みとして、「既存事業の成長加速」「事業領域の創出」のために、
下記の重点戦略を定める

【重点戦略】

1. 既存のフリーランス事業の強化、及びコンサルティング事業領域の拡充

2. AIなどのDX領域を中心とする、ソリューションポートフォリオの拡充

3. スタートアップ協業/投資等による、新たなオープンイノベーション推進

4. M&AやVCへの投資やJV共創のファンド投資事業強化

5. 上記1～４を実現させるための、筋肉質なグループ経営基盤の構築
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4. 経営指標
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2026年7月期 通期連結業績①

+6,848百万円
(FY25/7 ：33,551百万円)

+2０.4% △848百万円
(FY25/7 ：2,186百万円)

△38.8% △853百万円
(FY25/7 ：1,367百万円)

△62.4%

中長期経営計画「INTLOOP “VISION2030”」 の施策である 「フリーランス事業強化/コンサル

領域拡充」で掲げた、高収益案件の拡大は継続的に進捗中

YoY

40,399 百万円 514 百万円1,337 百万円

連 結 売 上 高 連 結 営 業 利 益
親会社株主に帰属する

当期純利益

FY26/7

売上高は前期比20.4%の成長を実現。また、高単価案件へのシフト等により売上総利益は

前期比32.2%増となったものの、人的資本への積極投資により営業利益・純利益は前期比で減少
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2027年7月期 通期連結業績予想（連結）

AI活用やセキュリティ強化、データセンター需要などを背景としたコンサルティング・高度人材への

旺盛なニーズを的確に捉え、FY26/7に増強した人的資本を活用し更なる売上成長・収益性向上を図る

① 2026/6/12公表の業績予想からの変更点

• 売上高、営業利益は2026/6/12に公表したものから変更なし

• 経常利益、当期純利益は昨今の金利動向を踏まえて調整

② 売上高・売上総利益

• AI活用によるバリューチェーンの見直し、サイバーセキュリティ
強化、都市再開発に伴うITインフラ刷新等、時流を背景としたプ
ロジェクトを積極的に受注

• FY26に採用したデリバリー社員の稼働拡大により、売上高成
長率は20%超を見込む

• 高収益案件への戦略的シフトにより、売上総利益率は更に向上

② 採用費・人件費

• 重点分野の人材は確保しつつ、採用費は適切にコントロールし、
事業成長と収益性向上を両立

③ 新規事業投資

• INTLOOP Pocket等のAI関連の新規事業への投資を計画す
るが、営業利益率7.3%は堅持

④ 親会社株主帰属純利益

• ディクスHD株式の追加取得により、親会社株主帰属利益は増
加する見込み

※EBITDA＝営業利益＋減価償却費＋のれん償却費

(百万円) FY26/７通期
業績実績
(連結)

FY27/７通期
業績予想(連結)

予想値 増減率

売上高 40,399 48,000～50,500 18.8%～25.0%

売上総利益 12,140 15,200～16,300 25.2%～34.3%

売上総利益率 30.1% 31.7%～32.3% ー

営業利益 1,337 3,５00～4,６00 161.7%～243.9%

営業利益率 3.3% 7.3%～9.1% ー

経常利益 1,366 3,200～4,300 134.１%～214.6%

親会社株主に
帰属する当期純利益

514 2,100～2,800 308.5%～444.7%

EBITDA ※ 1,595 4,250～5,350 166.5%～235.4%
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6. リスク情報等
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主要なリスクについて

主要なリスク 可能性 時期 影響度 当該リスクへの対応策

競合他社の動向について

当社グループのプロフェッショナル人材ソリューションサービス及びコンサルティングサー
ビスは、特別な許認可や独自のテクノロジー等を用いるものではないため、その意味にお
いて参入障壁は高くありません。しかし、新規事業や業務改革など様々な経営課題を抱える
顧客企業に対して行う提案やプロジェクトの推進には、業務に対する相応の知見の他、専門
性の高いプロフェッショナル人材を適切にデリバリーするノウハウ等が必要です。しかしな
がら、資本力のある事業者やより先進的な事業展開を行う事業者等の新規参入等により競
合状況が激化した場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性がありま
す。

中
特定時期

なし
中

当社では、高い専門性を有したプロフェッショナル人材を確保
することに加え、ビジネスの現場における知見や人材データ
ベースの蓄積及び品質維持・向上のための教育等の取り組みを
継続的に行っており、これにより競合他社との差別化を図って
おります。また、Webを中心としたマーケティングに力を入れる
ことで認知度の向上を図り、インバウンドでの顧客獲得ができ
ております。

プロフェッショナル人材の確保について

当社グループの事業展開においては、高い専門性を有したプロフェッショナル人材を継続
的に確保することが必要不可欠であります。しかしながら、これら人材の確保が当社の計画
どおりに進まず、一定数の人材を確保できなくなった場合には、当社グループの事業及び
業績に影響を及ぼす可能性があります。

中
特定時期

なし
大

当社グループでは、フリーランス人材（コンサルタント/ITエンジ
ニア）との接点の確保、コミュニケーションの強化による囲い込
みを重要課題と認識し、既存及び新規顧客企業への営業を行う
社員、プロジェクトの業務責任者となる社員、プロフェッショナ
ル人材と積極的にコミュニケーションを取る専任スタッフ等の
採用活動の強化及び教育研修による育成を図るべく、人事部門
の強化を積極的に推進しております。

品質について

当社グループが事業を展開するコンサルティングやシステム開発支援においては、品質管
理が重要であると考えております。コンサルティングは知識集約ビジネスであり、コンサル
タントのサービスレベルが品質に直結し、システム開発支援においては顧客の求める機能要
件等を十分に満たすことが必要となります。しかしながら、顧客が期待する品質のサービス
が提供できない場合には、契約の継続性に支障をきたすなど、当社グループの業績に影響
を及ぼす可能性があります。

中
特定時期

なし
中

当社グループでは、顧客企業への提案前に社内レビューを充実
させることや、システム開発支援など成果物が重要なケースは
契約開始後も定期的に有識者の確認を行うなど、品質管理のた
めの手続きを整備するとともに、グループ各社の社員及びフ
リーランス人材への教育等により、品質維持・向上を図っており
ます。

その他、詳細については「有価証券報告書」（2026年10月27日）をご参照ください。
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当社が有する主要なリスクについて

主要なリスク 可能性 時期 影響度 当該リスクへの対応策

新規事業の立ち上げについて

当社グループは、既存事業の深化及び非連続的な成長の実現を目的として、新規事業の立
ち上げに向けた投資を行っております。投資の実行にあたっては、投資委員会での協議を
踏まえ慎重に判断しておりますが、想定どおりに顧客を獲得できない場合や市場環境が変
化した場合等には、投資回収が困難となり、減損損失の計上等により当社グループの経営
成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

中
特定時期

なし
中

当社グループでは、投資委員会を通じた意思決定に加え、投資
実行後の予実管理を担う組織を強化し、モニタリング体制を構
築しております。

機密情報の管理について

当社が事業を展開するコンサルティングやシステム開発支援においては、顧客の事業戦略
策定や基幹システム開発等に携わることから、機密性の高い情報を扱う機会が多くありま
す。万が一、顧客の機密情報等の流出・漏洩が生じた場合には、当社に対する社会的信用が
損なわれ、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

低
特定時期

なし
小

当社では、当社社員及びフリーランス人材に対して入社・登録時
及び定期的に機密情報の取扱いに関する指導・教育を行ってお
ります。加えて、当社情報システム内のアクセスログを監視する
ことにより不正挙動の検出を図り、システムの責任者にメール
を自動送信する運用を行っております。

その他、詳細については「有価証券報告書」（2026年10月27日）をご参照ください。
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２ 次回の本資料の開示について

次回の本資料の開示は、202７年10月を予定しています。
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免責事項 - Disclaimer

本資料は、情報提供のみを目的として当社が作成したものであり、当社の有価証券の買付けまたは売付け申し込みの勧誘を

構成するものではありません。

本資料に含まれる将来予想に関する記述は、当社の判断及び仮定並びに当社が現在利用可能な情報に基づくものです。

将来予想に関する記述には、当社の事業計画、市場規模、競合状況、業界に関する情報及び成長余力等が含まれます。

これらの将来展望に関する表明の中には、様々なリスクや不確実性が内在します。すでに知られたもしくは、未だに知られて

いないリスク、不確実性その他の要因が、将来の展望に関する表明に含まれる内容と異なる結果を引き起こす可能性がござ

います。

また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確性、適切性等に

ついて当社は何らの検証も行っておらず、またこれを保証するものでもありません。
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